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と
な
り
の
弁
護
士 

弁護士法人 

パートナーズ法律事務所長  

弁護士 原 和良 

 

こ
の
コ
ロ
ナ
禍
で
、
政
治
が
人
々
の
生
活
や
命
そ
の
も

の
に
い
っ
そ
う
直
結
し
て
い
る
と
感
じ
ま
す
。
も
ち
ろ
ん

こ
れ
ま
で
も
そ
う
で
し
た
が
、
こ
の
激
動
す
る
情
勢
の
な

か
で
、
そ
の
実
感
は
強
ま
る
ば
か
り
で
す
。
自
分
の
生
活

や
食
事
、
商
売
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
す
べ
て
が
政
治
的
決
定

に
左
右
さ
れ
る
数
か
月
を
私
た
ち
は
過
ご
し
ま
し
た
。 

 

こ
う
し
た
状
況
で
、
多
く
の
人
が
政
治
に
興
味
を
持

ち
、
国
会
中
継
や
ニ
ュ
ー
ス
を
注
視
し
、
思
う
こ
と
を
発

言
す
る
よ
う
に
な
る
の
は
当
然
の
流
れ
だ
っ
た
と
思
い
ま

す
。
こ
こ
数
か
月
で
、
芸
能
人
がS

N
S

等
で
政
治
的
発
言

を
す
る
こ
と
の
是
非
が
よ
く
語
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。
「
音
楽
を
純
粋
に
楽
し
ん
で
い
た
の
に
、
政
治
的
な

色
が
つ
く
の
は
嫌
だ
」
「
よ
く
わ
か
ら
な
い
く
せ
に
発
言

す
る
な
」
な
ど
と
い
う
コ
メ
ン
ト
が
多
く
寄
せ
ら
れ
、
検

察
庁
法
改
正
案
に
抗
議
す
る
ツ
イ
ー
ト
を
し
た
き
ゃ
り
ー

ぱ
み
ゅ
ぱ
み
ゅ
さ
ん
は
、
当
該
ツ
イ
ー
ト
を
消
去
し
て
謝

罪
し
ま
し
た
。 

 

芸
能
人
が
政
治
的
発
言
を
す
る
の
が
嫌
な
フ
ァ
ン
は
、

フ
ァ
ン
タ
ジ
ー
の
世
界
に
そ
の
人
を
見
て
い
る
の
で
は
な

い
か
と
思
い
ま
す
。
画
面
の
向
こ
う
の
キ
ラ
キ
ラ
し
た
世

界
の
人
が
、
あ
ま
り
に
現
実
的
で
物
々
し
い
発
言
を
し
て

い
る
こ
と
に
違
和
感
を
お
ぼ
え
る
の
で
し
ょ
う
。
実
際
に

は
私
た
ち
と
同
じ
よ
う
に
日
々
生
活
を
し
て
い
る
人
間
だ

し
、
政
治
に
つ
い
て
は
素
人
で
当
然
な
の
で
す
が
。 

 

ま
た
、
今
こ
の
よ
う
な
大
変
な
時
期
に
政
治
に
文
句
を

言
う
の
は
お
か
し
い
、
み
ん
な
で
心
を
ひ
と
つ
に
し
て
乗

り
切
ろ
う
、
と
い
う
よ
う
な
発
言
も
散
見
さ
れ
ま
す
が
、

そ
の
よ
う
に
政
治
的
言
論
を
封
じ
る
発
言
そ
の
も
の
も
ま

た
政
治
的
だ
な
あ
と
思
っ
て
し
ま
い
ま
す
。 

 

そ
も
そ
も
人
が
非
政
治
的
で
あ
る
こ
と
な
ど
不
可
能
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
そ
れ
ぞ
れ
の
ポ
リ
シ
ー
や
大
事
に

し
て
い
る
こ
と
、
考
え
方
、
生
き
方
、
そ
の
す
べ
て
が
政

治
的
だ
し
、
そ
れ
で
い
い
の
だ
と
思
い
ま
す
。
こ
の
社
会

で
生
活
を
営
ん
で
い
る
以
上
、
誰
も
が
政
治
的
な
の
だ
か

ら
、
誰
も
が
自
由
に
発
言
し
て
い
い
。
そ
ん
な
風
潮
に
な

れ
ば
よ
い
な
と
思
い
ま
す
。 

 
 

 
 

 

釜
澤 

菜
穂 

命
が
守
ら
れ
、
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
が

で
き
る
社
会
を 

8 

１ 

日
本
政
府
の
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
対
策
に
は
、
様
々
な

批
判
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。
今
回
の
感
染
症
は
、
誰
も
経

験
し
た
こ
と
の
な
い
正
体
不
明
の
ウ
イ
ル
ス
で
あ
り
、
結

果
的
に
う
ま
く
行
か
な
い
こ
と
は
あ
り
う
る
。
し
か
し
、

そ
の
時
々
で
実
行
さ
れ
た
政
策
が
、
そ
の
時
点
の
判
断
と

し
て
適
切
だ
っ
た
か
ど
う
か
は
常
に
検
証
さ
れ
、
批
判
に

さ
ら
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。 

 

２ 

既
に
、
ホ
テ
ル
・
観
光
業
、
飲
食
店
、
な
ど
は
休
業
・

自
粛
要
請
の
下
で
、
倒
産
や
廃
業
の
憂
き
目
に
あ
っ
た
と

こ
ろ
が
増
え
始
め
て
い
る
。
私
の
周
り
で
も
、
廃
業
の
お

知
ら
せ
や
倒
産
、
テ
ナ
ン
ト
賃
料
の
減
額
・
解
約
な
ど
コ

ロ
ナ
の
影
響
に
か
か
わ
る
相
談
も
増
え
つ
つ
あ
る
。 

 
 

国
に
は
、
個
人
や
一
私
企
業
の
努
力
で
は
ど
う
に
も
で

き
な
い
こ
の
危
機
的
状
況
に
対
し
て
全
力
で
支
援
を
急
い

で
も
ら
い
た
い
も
の
で
あ
る
。 

 

３ 

今
月
、
弁
護
士
向
け
に
法
人
破
産
の
セ
ミ
ナ
ー
（1

回
）
、
一
般
依
頼
者
向
け
に
破
産
制
度
の
基
礎
知
識
に
つ

い
て
の
セ
ミ
ナ
ー
（
２
回
）
をZ

O
O
M

ウ
エ
ビ
ナ
ー
で
開

催
し
て
み
た
。
弁
護
士
向
け
の
企
画
に
は
全
国
か
ら
80

名
弱
、
一
般
依
頼
者
向
け
の
セ
ミ
ナ
ー
に
は
30
名
を
超

え
る
参
加
が
あ
っ
た
。 

 
 

会
社
や
事
業
を
つ
ぶ
さ
ず
何
と
か
こ
の
危
機
を
切
り
抜

け
よ
う
と
い
う
時
に
、
破
産
の
話
な
ど
な
ん
と
失
礼
な
、

と
い
う
思
い
も
あ
っ
た
が
、
私
は
、
破
産
は
人
生
の
終
わ

り
で
は
な
い
、
ま
た
破
産
す
る
と
ど
う
な
る
の
か
を
知
っ

て
破
産
し
な
い
よ
う
に
日
々
で
き
る
こ
と
を
努
力
し
よ
う

と
い
う
話
を
し
た
。
概
ね
好
評
だ
っ
た
よ
う
だ
。 

 

４ 

日
本
社
会
で
は
、
破
産
は
恥
、
と
い
う
意
識
が
と
て
も

強
く
あ
る
。
し
か
し
、
あ
の
ケ
ン
タ
ッ
キ
ー
・
フ
ラ
イ

ド
・
チ
キ
ン
の
創
始
者
カ
ー
ネ
ル
・
サ
ン
ダ
ー
は
、
新
し

い
高
速
道
路
が
建
設
さ
れ
た
た
め
に
車
の
流
れ
が
変
わ

り
、
レ
ス
ト
ラ
ン
が
破
産
し
て
一
文
無
し
に
な
っ
た
。

カ
ー
ネ
ル
が
65
歳
の
時
で
あ
る
。
そ
の
後
、
再
チ
ャ
レ

ン
ジ
し
て
今
の
世
界
的
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
を
築
き
上
げ

た
。 

 
 

米
第
16
代
大
統
領
の
エ
イ
ブ
ラ
ハ
ム
・
リ
ン
カ
ー
ン

も
40
歳
台
前
半
に
雑
貨
屋
業
に
失
敗
し
破
産
を
経
験
し

て
い
る
。
ド
ナ
ル
ド
・
ト
ラ
ン
プ
は
、
６
回
も
自
分
の
会

社
を
破
産
さ
せ
て
い
る
。 

 
 

日
本
と
何
が
違
う
の
か
。
日
本
で
は
、
中
小
企
業
の
経

営
者
や
小
規
模
事
業
者
の
多
く
は
、
自
宅
を
担
保
に
取
ら

れ
連
帯
保
証
人
と
し
て
重
い
責
任
を
負
担
し
て
お
り
、
そ

の
結
果
、
や
む
を
得
な
い
事
業
の
失
敗
の
場
合
に
は
す
べ

て
を
失
う
リ
ス
ク
を
負
っ
て
い
る
。
欧
米
で
は
、
経
営
者

個
人
と
法
人
は
、
基
本
的
に
別
物
で
あ
り
、
企
業
の
倒
産

は
経
済
成
長
に
つ
き
も
の
で
、
破
産
経
験
は
経
営
者
の
勲

章
で
も
あ
る
。 

 
 

個
人
保
証
で
経
営
者
を
が
ん
じ
が
ら
め
に
す
る
。
こ
の

仕
組
み
こ
そ
が
、
日
本
に
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
起
き
な
い

根
本
問
題
で
あ
り
、
失
敗
か
ら
学
ん
で
事
業
に
再
チ
ャ
レ

ン
ジ
す
る
道
を
阻
ん
で
い
る
。
そ
の
結
果
、
バ
ブ
ル
崩
壊

後
30
年
間
、
日
本
は
世
界
の
流
れ
に
後
れ
を
と
る
こ
と

に
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
。
失
敗
を
恐
れ
て
は
何
も
新
し

い
も
の
は
生
ま
れ
な
い
。
日
本
は
、
失
敗
を
受
け
入
れ
、

失
敗
し
た
人
の
セ
イ
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
を
整
備
し
、
企
業

家
が
何
度
で
も
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
を
応
援
す
る
政
策
に
も
う

転
換
す
べ
き
時
期
だ
と
思
う
。 

誰
も
が
嫌
で
も
政
治
的
で
あ
る
こ
の
社
会
で 

編 

集 

後 
記 
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１．新型コロナウイルスの蔓延への経済対策とともに、コロ

ナ後の経済対策を長期的視野で考えなければならない。コロ

ナウイルスは根絶されるわけではなく、期待されるワクチン

も数年先と言われている。世界はＷＩＴＨコロナの覚悟を持

たなければならない。 
 

２．政府は新しい生活様式の確立を呼び掛けている。たしか

に、自宅勤務、テレワーク、時差出勤などコロナで築かれた

生活様式は、不合理だった長時間労働をなくすきっかけとな

りうるし、その後に生かせるものがある。 
 

３．しかし、政府の経済対策からは、コロナで浮き彫りに

なった日本経済の弱点を克服する方向が見えてこない。この

間、日本の公的医療の弱体化が浮き彫りになった。保健所の

削減、公的医療施設の削減、医療器具等の不足はドイツなど

と比べてあまりに貧困であり転換が求められる分野であろ

う。食料自給率の低さ、資源・生産の海外依存度が高すぎる

ことも解決しなければならない。 
 

４．コロナで世界の環境は大きく改善された。大気汚染は

50％も改善され、インドで30年ぶりにヒマラヤ山脈が見える

ようになった、ハワイにウミガメが戻ってきたというニュー

スが流れる。世界はコロナ後の環境を重視し始め、フランス

は航空便の近距離路線の減便を要請、カナダは温暖化ガス削

減の取組みに融資する、中国は電気自動車購入補助を延長、

スイスは太陽光発電設備の助成金を増額する。日本の経済対

策にはこうした視点がいまのところない。 
 

５．オリンピックやＩＲ（カジノなどの統合型リゾート）を

起爆剤に経済復興するという路線は破綻が見えている。オリ

ンピックは開催が危ぶまれ、カジノは世界で次々閉鎖されて

いる。冷静なＷＩＴＨコロナの経済対策を考える専門家会議

でも作ったらどうか。 

WITHコロナの覚悟  

723,; 

パワハラ防止法に伴う精神障害の労災認定基準の見直し 

労使トラブル110番 

同一労働同一賃金と休暇制度の相違について 

失敗しない就業規則の作成・改定のポイント 

新シリーズ 会社を強くする『経営の切り口』 

司法書士の業務つれづれ帳 

JAZZでほっと一息 

となりの弁護士  ほか 

連 載 

東京都練馬区のマーガレット 



 

 

 令和２年６月からパワーハラスメント防止対策が法

制化されることに伴い、厚生労働省は「精神障害の労

災認定の基準に関する専門家検討会」で認定基準の見

直しを行いました。 

 

【業務による心理的負荷評価表（抜粋）】 

 
 

 

【検討会報告書による解説】 
（１）基本的な考え方 

 今回の見直しは、「パワーハラスメント防止対策の

法制化に等に伴い職場におけるパワーハラスメントの

用語の定義が法律上規定されたことを踏まえ」検討さ

れたものです。労働施策総合推進法による職場のパ

ワーハラスメントとは、職場において以下の３つの要

素をすべて満たす言動とされています。 

 
 現行基準では、「対人関係」の類型の一つに「（ひ

どい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」の具体

的出来事に当てはめて評価していましたが、今回、

「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハ

ラスメントを受けた」を追加し、「対人関係」の類型

から独立させ、「パワーハラスメント」を新たな類型

として設定しました。 

 

（２）強度を判断する具体例 

 もともと厚生労働省が平成22年度に行った「ストレ

ス評価に関する調査研究」によれば、「（ひどい）嫌

がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」は、他の項目

（全63項目。例「退職を強要された」「左遷された」

等）と比べても最も高いストレス点数（7.1点）でし

た。したがって、新設された「パワーハラスメントを

受けた」の心理的負荷の強度は「Ⅲ」（強）が相当と

されています。 

 具体例では、①「治療を要する程度の身体的な暴行

等」、②「暴行等による身体的な攻撃が執拗に行われ

た」、③「精神的な攻撃が執拗に行われた」を上げる

とともに、「総合評価の視点」として、④「中」程度

の攻撃を受けた場合でも、会社が適切に対応しなかっ

たという事実や、状況が改善されなかったという事実

がある場合は心理的負荷を強める要素であることを示

しました。なお、現行の「対人関係」の類型は基本的

には現行どおり残されています。 

 

（３）評価の範囲について 

 現行の認定基準では、評価の範囲について、「いじ

めやセクシャルハラスメントのように出来事が繰り返

されるものについては、発病の６か月よりも前に開始

されている場合でも、発病前の６か月以内の期間にも

継続しているときは、開始時からの行為を評価するこ

と」とされています。パワーハラスメントについても

この考え方を踏襲されます。 

 〔心理的負荷の強度「弱」「中」「強」と判

断する具体例のうち、「強」の判断例〕 

〇上司等から身体的攻撃、精神的攻撃等のパ

ワ―ハラスメントを受けた 

  

【「強」である例】 

・上司等から治療を要する程度の暴行等のパ

ワーハラスメントを受けた場合 

・上司等から暴行等の身体的攻撃を執拗に受

けた場合 

・上司等による次のような精神的攻撃が執拗

に行われた場合 

 ➤ 人格や人間性を否定するような、業務

上明らかに必要性がない又は業務の目的

を大きく逸脱した精神的攻撃 

 ➤ 必要以上に長時間にわたる厳しい叱

責、他の労働者の面前における大声での

威圧的な叱責など、態様や手段が社会通

念に照らして許容される範囲を超える精

神的攻撃 

・上司等から心理的負荷としては「中」程度

の身体的攻撃・精神的攻撃を受けた場合で

あって、会社に相談しても適切な対応がな

く、改善されなかった場合 

 
〇同僚等から暴行又はひどいいじめ・嫌がら

せを受けた 

  

【「強」である例】 

・同僚等から治療を要する程度の暴行等を受

けた場合 

・同僚等から暴行等を執拗に受けた場合 

・同僚等から人格や人間性を否定するような

言動を執拗に受けた場合 

・同僚等から心理的負荷としては「中」程度

の暴行又はいじめ・嫌がらせを受けた場合で

あって、会社に相談しても適切な対応がな

く、改善されなかった場合 

① 優越的な関係を背景とした言動であって 

② 業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより 

③ 就業環境が害されるもの 

723,&6 

パワハラ防止法に伴う精神障害の労災認定基準の見直し 
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パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト 

対
人
関
係 
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職場のQ＆A 

特定社会保険労務士 鎌田 勝典 

進行性の難病の従

業員の離職の際の

注意点   

 失業等給付は働く意思と能力の両方が必要である

ことはたしかです。しかし、一方で障害者の就労が

義務付けられているおり、障害を持っておられる方

の就労も多くなされているところです。また、ご相

談のような方の就職困難者に対しては、右表のよう

に特別の手厚い給付日数が支給されます。 

 したがって、単に資格喪失の処理にとどまらず、

離職票も発行してあげることが大事です。もちろん

本人に働く意思がなければ給付はされません。 

 

 進行性の筋萎縮の難病の方がこの度退職することとなりました。 

 その際、雇用保険の退職手続きはただ資格喪失届だけ出せばいいの

でしょうか。  

4XHVWLRQ //////////////////////////////////////////////////// 

$QVZHU //////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////// 

労働条件の不利益

変更の対応  

 今までなかった就業規則を新たに作ったこと自身

はいいことです。問題はその結果、一部の者の労働

条件が低下してしまったわけで、それ自身は労働組

合が言うように労働条件の不利益変更になってしま

います。したがって、新しい就業規則をなしにして

しまうのではなく、不利益となった社員に対する手

立てをどうするかということを検討した方がいいと

思います。 

 こうした場合の方法として、特別手当のような形

で差額分を支給するという方法があります。よく中

途採用者で前職との給与の差額分を特別手当として

支給するというやり方をとる場合があります。それ

と同じやり方です。そのうえで、一定年数が経過

し、昇給分が特別手当分と同額になった段階で、特

別手当を廃止するようにしたらいいでしょう。 

 この度今までなかった非常勤社員の就業規則を作成しました。その

過程で、一部の者の賃金が若干下がってしまいました。労働組合から

「労働条件の不利益変更だ」「正社員就業規則と同じ労働条件にすべ

きだ」という要求が出されています。せっかく作った就業規則を無に

するわけにもいかず困っています。  

4XHVWLRQ //////////////////////////////////////////////////// 

$QVZHU //////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////// 

 

 １年未満 １年以上 

45歳未満 150日 300日 

45歳以上65歳未満  150日 360日 

被保険者期間  
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JAZZでほっと一息                     アドバンスト・ソフト 小柳 忠章

Ev'ry Time We Say Goodbye さよならを言うたびに 

  コール・ポーターが1944年に作詞作曲し、1945年にベ

ニー・グッドマンクインテットがレコーディングし、ヒッ

トしました。その後、50年代後期から60年代の初期にかけ

て最もポピュラーな曲になりました。歌手ではエラ・

フィッツジェラルドが1956年にレコーディング。レイ・

チャールズとベティ・カーターが1961年に、サックスの

ジョン・コルトレーンも同年にレコーディングしていま

す。最近では2014年にレディ・ガガがレコーディングして

います。タイトルの「Ev'ry Time」はレコーディングの際に

「Every Time」としたものもあります。 

 コール・ポーターという人は男性なのに女性的な感性を

持った人です。普通の男性にはこんな歌詞は創れない。お

別れする時間が来ると悲しくなって、長調から短調に気持

ちが転調してしまうなんてなかなか書けない。曲もメ

ジャーで始まりマイナーで終わるように書かれたそうです

が、私が持っている曲集ではメジャーのままです。 

 

  「さよなら」を言うたびに 

  少しつらい気持ちになる 

  「さよなら」を言うたびに 

  何故って感じるの 

  天の神様は知っているの 

  私の気持ちを 

  なのにあなたを行かせてしまう 

 

  あなたが近くにいると 

  空気まで 

  春になったみたい 

  どこからか聞こえる 

  ひばりが鳴き始める声 

  これ以上のラブソングはないわ 

  でもどうして転調するの 

  メジャーからマイナーに 

  私たちが「さよなら」を言うたびに 

 

 Goodbyeは永遠の別れを意味するから使ってはいけないと

いう記事をよく見かけますが、このカップルは毎回言って

いるみたいだ。See you laterでは、詞にならないし、悲しさ

が伝わらない。本当はずーっと一緒にいたいから「さよな

ら」は言いたくない。「つらくなる」を die a littleと表現し

ているから、本当に辛いんでしょうね。 

 お花見ができなくて残念と思っていたら、もう紫陽花が

大きくなってきていた。新型コロナウィルスのせいで、春

を飛び越して夏に近づいている。おかげで春物商戦はボロ

ボロ。アパレル業界もとんだ災難です。自宅でテレワーク

ももう限界かな。体力がどんどん落ちていく。三密を避け

たおかげで、電車はガラガラ、道路もガラガラ。自宅から

自動車通勤を試みた。駐車場代は高いけど、需要低迷でガ

ソリン価格も下落している。実に快適な通勤でした。しか

し、コロナは早く終息してほしい。 

司法書士の業務つれづれ帳 第48回 
司法書士事務所リーガルオフィス白金 

代表司法書士 飯田 茂幸 

コロナがもたらした「公平」  

 皆さんご承知の通り、コロナの影響でオンライン化が加速

した。コロナ対策でリモートワークが推奨され、ＺＯＯＭに

代表されるようなウェブ会議システムが一気に広まった。Ｚ

ＯＯＭはセキュリティの不備も発覚したが、それでもＺＯＯ

Ｍの勢いが止まることはなかった。 

 私は東京中小企業家同友会(以下「東京同友会」という)と

いう経営者団体に所属している。４月30日に東京同友会の品

川支部がＺＯＯＭによるオンライン例会(勉強会)を開催した

ところ、全国から200名を超える経営者が参加した。コロナ

前、東京同友会が開催する集会での例会ならば数十名だった

だろう。準備期間も短く、目立ったＰＲもしていなかった

が、情報が一気に拡散されてこの結果となった。 

 コロナ前もＺＯＯＭはあったし、オンラインでのセミナー

等は可能であったが、リアルな集会が圧倒的多数だった。企

画を練って、打合せを重ねて、チラシを作って、費用をかけ

てＰＲするということが行われていた。しかしそれは「会う

ことが良い」「時間をかけることが良い」という価値観に囚

われていたことも一つの要因としてあったと思う。この価値

観がコロナによって吹き飛んだ。また、コロナ前の価値観は

「距離の格差」を生んでいたが、コロナがこの格差を失くし

た。 

 逆に、都内にいてもウェブシステムを使えない者は参加で

きない。主に高齢者。これを補うためにリアルの会場を設け

ると、高齢者で三密となった会場がＰＣの画面に映し出され

る。今一番避けるべき状況が生まれるという皮肉な結果と

なってしまう。今、変化できない者は、先月紹介したダー

ウィンの言葉で言うところの「生き残れない者」となる。 

 コロナによって倒産・失業から自殺者が増えると予想され

ていたが「４月の自殺者数、前年比約20％減」というニュー

スを見て驚いた。この５年間で最大の減少幅だという。「外

出自粛で職場や学校に行く機会が減り、悩むことが少なかっ

たことなどが要因とみられている」とニュースでは言ってい

た。移動のストレス、対人関係・上下関係のストレスもコロ

ナが取り去った。 

 アーティストのマドンナがコロナに感染して「コロナは金

持ちも貧乏も感染する。平等をもたらすのは素晴らしい。」

と言った。これには賛否あったようだが、コロナが一部の格

差を取り去り、公平をもたらしたことは確かだと思う。 

URL:http://shirokane-legal.com/ 
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同一労働同一賃金と休暇制度の相違について  

【同一労働同一賃金への対応の原則】  
 従来のパート労働法と労働契約法第20条を一体化さ

せ、「パート・有期法」が成立し、その施行は大企業が

2020年４月、中小企業が2021年４月となっています。背

景には、労働契約法20条（有期雇用であることを理由に

差別的待遇をしてはいけないという条文）違反を問う裁

判があちこちで行われたという事情があります。 

 基本的考え方は、①職務の内容、②当該職務の内容お

よび配置の変更の範囲、③その他の事情という３つを

もって、労働条件の不合理性を問うというものです。ま

た、労働条件の相違について、非正規労働者への説明義

務が明記され、都道府県労働局に紛争の調停制度も設け

られます。政府は何が不合理なのか、あるいは不合理と

までは言えないのか、についてガイドラインを発表して

いますが、それぞれの企業ごとに制度の趣旨、労働組合

との交渉の経過、代替措置の有無等千差万別といえます

から、一概にこの制度はＯＫ，この制度はダメとも言え

ません。労働者が納得できるかどうかをよく考えて対応

することが大切です。 

 

【最近の裁判例では？】 
 労働契約法旧20条違反をめぐる２つの最高裁判決（長

澤運輸事件、ハマキョウレックス事件）が出された後

も、いくつか参考になる裁判が行われています。 

 

＜日本郵便（休職）事件（東京高裁平成30.10.25）＞ 

 この事件は、時給契約社員（６ヵ月以内の有期）と正

社員（無期）との間で、私傷病による病気休暇と休職制

度の有無の相違が存在することについて、労働契約法20

条の「不合理」には当たらないとされた例です。 

 判決では、病気休暇・病気休職の趣旨は「正社員とし

て継続して就労してきたことに対する評価の観点、今後

も長期にわたって就労を続けることによる貢献を期待

し、有為な人材の確保、定着を図るという観点、生活保

障を図るという観点」があると指摘しています。一方、

時給契約社員は「期間を６ヶ月以内と定めて雇用し、長

期継続した雇用が当然に想定されるものではなく…直ち

に当てはまるものとはいえない。この結果として、相違

を「不合理であると評価することができるとまではいえ

ない」と結論付けました。また、「職務の内容」の相違

について、「期待される習熟度やスキルは異なり、（正

社員は）勤続年数を重ねた後に応用的な能力、後輩への

助言の能力等が求められるという違いがあ（る）」とし

ています。背景には、時給制契約社員の大半が採用後短

期間で退職している（３年以内の退職が７割）という実

態もあるようです。 

 

＜井関松山製造所事件（高松高裁令和元年7.8）＞ 

 この事件は、契約期間６ヵ月の有期契約を更新してい

る有期契約労働者と、無期契約労働者との間で、賞与、

家族手当・住宅手当・精勤手当の支給の相違があること

について、賞与については労働契約法20条の「不合理」

には当たらない、家族手当・住宅手当・精勤手当につい

ては「不合理」に当たるとされた例です。 

 賞与について「労務の対価の後払い、功労報償、生活

費の補助、労働者の意欲向上等といった多様な趣旨を含

み得るもの」とし、「就業規則や労働契約において支給

の定めを置かない限り、当然に支給されるものではない

から…使用者の経営及び人事政策の裁量判断によるとこ

ろ」とし、「その他の事情」とし考慮できるから、経営

者が有期雇用者には寸志を支払うというのも相応の合理

性があると述べています。一方、家族手当・住宅手当等

については支給の趣旨から相違は「不合理である」とさ

れています。 

 

【慶弔休暇の相違にどう対応するか】 
 ご質問の慶弔休暇ですが、もちろん非正規社員に正社

員と同様の休暇を与えるという判断もありうると思いま

す。同時に、就労日数が少ないという事情があるのであ

れば、付与日数を就労日数に応じて比例的に付与すると

いう考え方もありうると思います。また、もともと長期

的就労を予定している正社員に対する措置と会社が判断

するなら、雇用期間が不安定な者に対しては慶弔休暇の

対象としないという判断もありうると思います。 

 慶弔休暇の趣旨と、非正規社員の就労実態によって判

断するのが適切ではないでしょうか。 

 

オフィス・サポートNEWS 

労使トラブル110番 労働相談メール roudou@officesup.com  

 弊社では正社員就業規則で慶弔休暇制度を設けています。親族の死亡や本人の結婚などに対して

一定数の休暇を有給で与えています。非常勤社員（定年後再雇用社員も含む。１年単位の有期雇用

者）には与えていません。同一労働同一賃金制度の適用が始まっている中で、どのように考えれば

いいでしょうか。  
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4XHVWLRQ

$QVZHU /////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////  

//////////////////////////////////////////////////////////////////////////////////  



 

 

前回に引き続き、パワハラ防止規程について、パ

ワハラ防止指針に沿って取り上げていきます。 

 

１．相談への対応 
 指針では、「相談窓口担当者が、相談内容や状況

に応じ、適切に対応できるように」し、相談があっ

た場合には、「事実関係を迅速かつ正確に確認す

る」ことが定められています。これについては、会

社の実態に合わせて担当者向けのマニュアルの作成

や研修などで体制を整えるようにしてください。な

お、相談対応は「身体知」とでもいうべきもので、

経験を通じて身に着けていくものです。したがっ

て、研修もケーススタディや面談のロールプレイの

ような実践的なものにするとよいでしょう。 

 相談を受け付け事実関係の確認が必要となった場

合には、第三者へのヒアリングを行うことがありま

す。そして、一般的に行為者となることが多いのは

職場の上司やベテラン社員などですが、その場合、

ヒアリングの対象はその部下や後輩となります。そ

うすると協力を求められた者も立場上供述すること

を躊躇することが想定されます。そのため、調査へ

の協力を促すために「社員は、パワハラの事実確認

のために聴取を求められた場合には、正当な理由な

く拒むことはできない」といった規定を設けること

が考えらえます。そして、これに対応するものとし

て、担当者には守秘義務を課すことも必要です。こ

の守秘義務があることと後述する不利益取扱いが禁

止されることで、ヒアリングされる社員からの協力

を得やすくなるでしょう。 

なお、指針では、パワハラの対応にあたっては、

「相談者・行為者等のプライバシーを保護するため

に必要な措置を講じ、周知する」とされています。

これは二次被害の防止や事実確認後の職場環境の回

復などの上でとても大切なポイントです。ここで保

護の対象は「相談者」だけでなく「行為者」も含ま

れていることに留意してください。相談者の言い分

が必ず正しいわけではないことはもちろん、関係改

善を図るためにも必要な配慮です。規定では、「相

談窓口担当者、調査への協力者その他の社員は、相

談者、行為者等のプライバシーを保護しなければな

らない」というように、相談窓口担当者だけでなく

ヒアリングの協力者なども含めて義務を課すような

規定にするのが適当です。 

 

２．会社の措置 
パワハラの事実が確認できた場合、「速やかに被

害者に対する配慮のための措置を適正に行う」とと

もに、「行為者への措置を適正に行う」ことが必要

となります。前者については、関係改善の援助や配

置転換、メンタルケアなど、後者については懲戒処

分や配置転換などが例示されています。また、あわ

せて「再発防止に向けた措置を講ずること」が定め

られており、例としてパワハラ禁止の方針の周知や

研修を行うことが示されています。もっとも、中小

企業では配置転換をする余地がなかったり、産業保

健スタッフがいなかったりしますので、できないこ

とを書く必要はありません。規定上は「必要な措置

を講じる」１）と抽象的な規定として、具体的な対応

はケースバイケースで対応してもよいでしょう。 

なお、懲戒処分を行うために、パワハラを懲戒事

由として就業規則本体に定めておくようにしてくだ

さい。また、再発防止措置としてだけでなく日常的

な教育・啓発を行うために、研修の受講義務を定め

ておくことも有用です。特に小規模企業では、パワ

ハラ事案が生じた場合、選択肢が少なく対応に苦慮

することも珍しくありません。そのため定期的な研

修などを通じて予防に努めるようにしてください。 

 

３．不利益取扱いの禁止 
指針では、相談したこと、事実関係の確認に協力

したこと等を理由として、不利益取り扱いをされな

い旨を定め、周知・啓発することとされています。

そして、その実施例の一つに就業規則等に定めるこ

とを挙げています。これは安心して窓口を利用でき

るようにするため、またヒアリングに応じてもらう

ためにも規定しておく必要があると考えます。 

 

 

 

 

 
１）詳細な規定例は、厚労省「パワーハラスメント対策導入マ

ニュアル」などを参照。 

失敗しない就業規則の作成・改定のポイント㊾ 

 オフィス・サポートNEWS 

ＭＯＲＩ社会保険労務士・行政書士事務所 

代表 森 慎一 （http://office-mori.biz/） 

第49回：パワハラ防止規程（下）  
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オフィス・サポートNEWS 

経営コンサルタント  野澤 周永 （株式会社Ｖコンサル） 

http://www.vcon.jp 

第85回：『不要不急』がもたらしたパラダイムシフト    

新シリーズ 会社を強くする『経営の切り口』 
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＊ブログとFACEBOOK始めました！HPにリンクしてご覧下さい。  

 第二波の到来を危惧しつつもようやく緊急事態宣言の全面

解除の見通しがみえ、新型コロナウィルス感染拡大に歯止め

がかかりつつあります。『ステイホーム』の呼びかけがこれ

ほど国民に浸透し、皆が一斉に右へ倣えで、一つの方向に向

き合って努力する、という戦後初めての事態だといえます。

なぜこのムーブメントが一定の成果を収めているかといえ

ば、それはまさに『不要不急』を切り捨てて、生命の危機を

乗り越えるための本能的ともいえる行動の賜物だといえま

す。このことは同時に、ビジネスの対象要素である経営資源

や基準についての様々なパラダイムシフト（価値の転換）を

もたらしています。 

 

【コミュニケーションのあり方の変化】 
 第一は、『人』のコミュニケーションのあり方の変化で

す。これまで、商談や会議、指導やコンサルティングも皆、

人と人が寄り集まることで成り立ってきました。つまり、

「密集・密閉・密接」の三密が基本であったわけで、ビジネ

スが生まれ、物事が進展するためにはまず人と人が直接会う

こと。即ち、全国から新幹線や飛行機で寄り集まることなど

を必須としてきました。しかし、三密がご法度となれば、そ

の様相は一変しました。ＷＥＢ会議でのコミュニケーション

が当たり前になり、テレビの出演は、例えガヤ芸人であって

も、分割したテレビ画面の一角でリモート参加することに違

和感がない状況が生まれました。もちろん物足りない面はあ

りますし、これまでのように、人と人が一度は面と向かった

フェースツゥーフェースがなければ、物事は始まらないとい

う大原則は変わりません。しかし、少なくとも多くの人と人

のコミュニケーションや複数での双方向のコミュニケーショ

ンである会議や参加型のイベントというこれまでのスタイル

は大きく変化し、これまで多くの時間とお金を使って来た

「面談」・「会合」ビジネスのプロセスを大きく変革させた

ことは間違いありません。つまり、不要不急のコミュニケー

ションの時間と移動の費用は大きく削減されることになりま

す。これはビジネスの効率性を産み出すことになり、多くの

ビジネスのあり方が変わることを意味します。つまり、以前

のように高いお金をかけて同じ場所に集結することは必須で

なくなり、リモートで済むビジネスは対価と時間が大きく削

減されることで、事業者とユーザーの相互メリットを生む

「対面」省略のビジネスが大きく進展することは間違いあり

ません。 

 

【サプライチェーンの変化】 
 第二に『モノ』の移動や商行為に基づくサプライチェーン

の変化です。これまではモノは足を運んで見に行き購入する

もの、飲食は店に来店して味わうもの、という常識がありま

した。しかし、それが大きく崩れたと言えます。衝撃的だっ

たのは、飲食業は、よくよく考えれば『不要不急』な存在

だったということです。つまりステイホームで自ら自宅で作

る、ウーバーイーツに運んでもらって自宅で味わうというこ

とで代替できてしまうことが図らずも分かったのです。もち

ろん、お店に行っておいしい食事を五感で味わうことが一番

であることは何ら変わっていません。しかし、どんな話題の

メニューでもある程度まで素敵な店舗や雰囲気や接客が省略

されても、味わうことができてしまうことが証明されたので

す。そして、モノを見ずに物品を購入することの抵抗感は、

相当なレベルまで軽減され、宅配便やアマゾンを利用して物

品を手に入れる手軽さは、今回格段に実感されたといえま

す。こうなれば、モノの流通の「不要不急」が引き続き相当

部分が削り取られ、これまでのビジネスの流通や訪問を受入

れるための設備投資の考え方は大きく、転換することになり

ます。 

 

【仕組み・ルールの変化】 
 第三に、「情報」であるしくみやルールの変化です。簡単

に言えば、食は来店して味わうもの、物は手に取って確認し

て購入するもの、会議やセミナーは人が寄り集まって行うも

のというしくみが全て必須ではなくなったということです。

そうなると何が起きるかといえば、少なくとも製品やサービ

スの購入者やユーザーの意識が変化します。つまり、「不要

不急」を必須としないビジネスがこれまで以上に発展してい

くということです。これまでは来店しか味わえなかった名店

の「食」がデリバリーやお取り寄せが拡大することで、これ

までのようなお客を受け入れるための店づくりを必須とせ

ず、その代わりに、価格が下がるけれど製品・サービスや食

そのもの以外にかけていたコストや時間を削減できることか

ら、スピーディに、かつより効率的にビジネスとして提供で

きることも分かりました。 

 

【行動の変化】 
 最後に、大変重要な変化は、「評価」や「基準」に基づく

行動の変化です。行政から発信される緊急事態や休業要請の

解除基準、感染が心配される場合の医療機関への受診の基準

などは、数的かつ内容的な評価・見直しを繰り返されていま

す。いままで形式的であった、感染拡大防止のために手洗

い・うがい・洗顔や外出時のマスク着用など当たり前なこと

をちゃんとやることに向き合うようになりました。それはそ

うです。生命の危険回避は『不要不急』ではなく要・急だか

らです。 

 これらの変化は、皆さんがまさに今回実感じていることで

す。だとすれば、ビジネスの対象要素である人・モノ・情報

などの資源や基準・評価の変化は、パラダイムシフトをもた

らし、ビジネスそのもののあり方の変化をもたらすことは必

須です。今後のビジネスを取り巻くパラダイムシフトを正面

からとらえ、自社の経営そして事業のビジネスモデルの抜本

的な見直しを図ることは急務です。 

       


